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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 14,710 2.3 622 40.0 665 37.6 470 84.9
22年3月期 14,384 14.5 444 2.5 483 3.9 254 20.4

（注）包括利益 23年3月期 463百万円 （―％） 22年3月期 268百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 117.38 ― 10.7 8.8 4.2
22年3月期 61.32 ― 6.2 6.8 3.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 7,568 4,567 60.4 1,147.78
22年3月期 7,535 4,216 56.0 1,017.09

（参考） 自己資本   23年3月期  4,567百万円 22年3月期  4,216百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 482 △338 △248 1,359
22年3月期 709 △258 △198 1,463

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 0.00 0.00 0.00 10.00 10.00 41 16.3 1.0
23年3月期 0.00 0.00 0.00 11.00 11.00 43 9.4 1.0
24年3月期(予想) 0.00 0.00 0.00 10.00 10.00 11.0

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,513 1.7 383 31.2 392 19.9 202 △15.6 50.96
通期 15,300 4.0 667 7.3 679 2.2 360 △23.2 90.68



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、Ｐ．22「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 4,216,000 株 22年3月期 4,216,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 236,452 株 22年3月期 70,353 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 4,005,487 株 22年3月期 4,145,647 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 13,628 3.0 588 40.2 637 39.1 455 101.4
22年3月期 13,225 6.3 419 △2.4 458 △1.2 226 25.6

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年3月期 113.74 ―
22年3月期 53.80 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 6,976 4,521 64.8 1,136.29
22年3月期 6,763 4,185 61.9 1,009.56

（参考） 自己資本 23年3月期  4,521百万円 22年3月期  4,185百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々の要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２～４「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」の次期
の見通しをご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,995 2.8 389 23.6 202 △13.0 50.85
通期 14,050 3.1 653 2.5 339 △25.5 85.35
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、アジア新興国の需要の拡大や政府の経済政策効果を背景に一部回復の兆

しが見られたものの、原油価格の上昇や長期化する円高・株安の影響が残り、先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。更に本年３月11日に発生した東日本大震災の経済に与える影響は計り知れず、厳しい状況が続くと予想されま

す。  

 また、当社グループが拠点を構える北海道の経済におきましても、設備投資、個人消費や雇用情勢など持ち直して

いた動きも東日本大震災の影響が懸念され厳しさが増す状況となってきました。 

医療業界におきましては、診療報酬改定により、当社グループの主要な事業である調剤薬局事業に関わる薬価は、

△5.7％の改定となりました。また、医師不足による医療機関の規模縮小や無床化が進み、依然として厳しい経営環

境におかれました。 

 このような状況の中、当社グループは、新規取引先の獲得や収益性を重視した営業活動を展開するとともに、全社

的な原価コストの圧縮及び経費の削減に努めてまいりました。また、適格年金制度の廃止が決定されているもとで、

新たな制度への円滑な移行を図るため、本年3月に新制度へ移行いたしました。移行に伴って退職給付引当金の精算

があり、改定益を計上しております。さらに、売掛金等の債権管理・回収の徹底による貸倒引当金の戻入額の計上等

があり、当期純利益を大きく増加させることとなりました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高14,710百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益622百万円（同40.0％

増）、経常利益665百万円（同37.6％増）、当期純利益470百万円（同84.9％増）と増収増益になりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

なお、当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しておりますが、セグメント区分の変更がないため、前年同期における事業の種類別セグメント情報と

の比較数値を掲載しております。 

① 臨床検査事業 

 臨床検査事業におきましては、収益基盤の底上げを図るため、新規取引先の獲得に重点をおいた営業展開を推

し進めてきたことにより一定の成果を上げることができ、売上高4,816百万円（前年同期比8.8％増）、営業利益

91百万円（同77.4％増）と増収増益になりました。 

② 調剤薬局事業 

調剤薬局事業におきましては、前述いたしました薬価の大幅な引き下げがありましたが、売上高は新規店舗の

開局や既存店舗の来局患者数の増加等により、前連結会計年度比微増となりました。また、利益面では薬剤の仕

入価額の引下げ等がありました。その結果、売上高8,921百万円（前年同期比0.6％増）、営業利益932百万円

（同19.4％増）と増収増益になりました。 

③ 医療機器販売・保守事業 

医療機器販売・保守事業におきましては、医療機器販売の受注が減少したため、売上高909百万円（前年同期

比12.1％減）、営業利益9百万円（同40.3％減）と減収減益になりました。 

④ その他の事業 

臨床検査システムのソフトウェア販売及び保守、並びにアクテック株式会社の不動産管理及び賃貸による収入

におきましては、システムの大口販売があり、売上高62百万円（前年同期比20.1％増）、営業利益35百万円（同

79.7％増）と増収増益になりました。 

次期の見通しにつきましては、臨床検査事業における新規取引先の獲得や調剤薬局事業における新規出店等に

よる売上増加及び利益確保を見込んでおりますが、最終利益につきましては前述した当期連結会計年度において

計上した特別利益の予定がないことから減益は必至であります。 

従いまして、当社グループ全体での平成24年3月期の連結業績予想は、売上高は15,300百万円（前年同期比

4.0%増）、営業利益667百万円（同7.3％増）、経常利益679百万円（同2.2％増）及び当期純利益360百万円（同

23.2％減）の見通しといたしました。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産総額は、前年同期末に比し32百万円増加し7,568百万円（前年同期末比0.4%

増）となりました。 

流動資産は前年同期末に比し62百万円増加し4,669百万円（同1.4％増）となりました。 

主な要因は、現金及び預金が93百万円減少しましたが、商品が105百万円増加したこと及び貸倒引当金が46百

万円減少したことによるものです。 

固定資産は前年同期末に比し30百万円減少し2,899百万円（同1.0％減）となりました。 

主な要因は、土地が36百万円増加し、リース資産が15百万円増加しましたが、長期貸付金が37百万円減少した

こと及び繰延税金資産が61百万円減少したことによるものです。 

当連結会計年度末における負債総額は、前年同期末に比し318百万円減少し3,000百万円（同9.6％減）となり

ました。 

流動負債は前年同期末に比し260百万円減少し2,618百万円（同9.1％減）となりました。 

主な要因は、支払手形及び買掛金が183百万円減少したこと及び短期借入金が82百万円減少したことによるも

のです。 

固定負債は前年同期末に比し57百万円減少し382百万円（同13.2％減）となりました。 

主な要因は、長期借入金が33百万円減少したこと及び当社が平成23年３月１日に適格退職年金制度及び退職一

時金制度から確定拠出年金制度へ移行したことにより、退職給付引当金が261百万円減少し長期未払金が214百万

円増加したことによるものです。 

純資産は前年同期末に比し351百万円増加し4,567百万円（同8.3％増）となりました。また、自己資本比率に

つきましては、前年同期末比4.4％増加し60.4％となり、1株当たり純資産につきましては、前年同期末比130円

69銭増加し、1,147円78銭となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー482百万円の資金増加、投資活動によるキャッシュ・フロー338百万円の資金減少及び財務活動によるキャッ

シュ・フロー248百万円の資金減少の結果、資金は103百万円減少し1,359百万円（前年同期比7.1％減）となりま

した。 

区分 当期 前期 増減 

総資産 百万円  7,568  7,535  32

純資産 百万円  4,567  4,216  351

自己資本比率 ％  60.4  56.0  4.4

1株当たり純資産 円  1,147.78  1,017.09  130.69

区分 当期 前期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  482  709  △226

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △338  △258  △79

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △248  △198  △49

現金及び現金同等物の増減額（百万円）  △103  252  △356

現金及び現金同等物期末残高（百万円）  1,359  1,463  △103

札幌臨床検査センター株式会社（9776）　平成23年３月期　決算短信

- 3 -



当連結会計年度における各連結キャッシュ・フローの状況と増減要因は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得られた資金は、前年同期に比べ226百万円減少し、482百万円（同32.0％減）となりまし

た。 

主な増加要因は、税金等調整前当期純利益822百万円の計上により、前年同期比341百万円増加しましたが、退

職給付制度改定益62百万円及び前期損益修正益56百万円等を除外すると、当該利益増によりキャシュ・フローに

与える前年同期比増は287百万円となりました。しかしながら、主な減少要因である仕入債務増加による資金減

少196百万円、前年同期比294百万円の資金減少、たな卸資産の増加による資金減少116百万円、前年同期比118百

万円の資金減少及び法人税等の支払額58百万円の資金減少があったため、前年同期と比べ得られた資金は減少し

ました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動で使用した資金は、前年同期に比べ79百万円増加し、338百万円（同30.8％増）となりました。 

前年同期比増加の主な要因は、臨床検査事業におけるＦＭＳ方式等の取引増加にかかる検査機器の導入がありま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動で使用した資金は、前年同期に比べ49百万円増加し、248百万円（同24.9％増）となりました。 

前年同期比増加の主な要因は、短期借入金の返済による支出50百万円（前年同期は25百万円の収入）、長期借

入金の返済96百万円（前年同期比95百万円減）、配当金の支払額41百万円（同4百万円減）及び自己株式の取得

71百万円によるものであります。 

次期の見通しにつきましては、営業活動によって得られる資金は、前述のとおり診療報酬及び薬価の改定によ

る厳しい環境において、臨床検査事業における新規取引先の獲得や調剤薬局事業における新規出店等により次期

の資金の残高を当連結会計年度と同程度に確保を見込んでおります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注） 自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）より算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分につきましては、経営基盤の強化及び将来の事業展開につながる内部留保金、株主の皆様への安定

した配当の実現を基本とし、平成8年4月日本証券業協会に株式を登録して以来10円配当を堅持してまいりました。当

期の配当につきましては、当連結会計年度の好調な業績と来年実施予定の診療報酬及び薬価の改定が、これまで以上

に厳しいものとなる予想を鑑み、1株当たり1円増配とし11円とする予定であります。また、次期の配当につきまして

は、前述したとおり当期純利益の大幅な減少が避けられない状況である事から10円配当とさせていただく所存であり

ます。 

内部留保につきましては、収益力の一層の向上を図るために、臨床検査設備の拡充及び調剤薬局店舗の新設、改装

等の設備資金に充当する方針であります。 

  
第44期  

平成20年３月期  
 第45期 

 平成21年３月期 
第46期  

平成22年３月期  
第47期  

平成23年３月期  

自己資本比率（％）  59.8  59.3  56.0  60.4

時価ベースの自己資本比率（％）  25.5  23.9  21.7  22.2

債務償還年数（年）  1.3  1.0  0.8  1.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ  64.5  78.1  74.2  60.3
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(4）事業等のリスク 

当社グループの事業展開及びその他関連する業務について、リスク要因となる可能性がある主な事項は次のとお

りであります。 

①当社の事業に対し、法的規制等が実施されていることについて 

当社グループにおける臨床検査事業、調剤薬局事業及び医療機器販売・保守事業におきましては、各々関

係、関連する法令等により規制が設けられております。今後、これらの規制が緩和されたり、新たな規制が設

けられた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②診療報酬及び薬価基準の改定について 

厚生労働省が２年毎に実施する診療報酬と薬価基準の改定は、当社グループの臨床検査事業及び調剤薬局事

業の業績に大きく影響を及ぼす可能性があります。 

③人材の確保及び育成について 

当社は、全道各地に調剤薬局店舗を展開しており、店舗における薬剤師の配置人数につきましては、処方箋

枚数による基準が定められております。今後薬剤師の採用にあたり、薬科大学の6年制や他社との競争激化に

より薬剤師の確保が困難な場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

④社会的信用力の低下について 

当社は、子会社を含むグループ全体として法令遵守を基本として、あらゆる業務を執行する体制を整えてお

りますが、万が一法令違反が生じた場合や、各事業において、過誤等が起こり不測の事態が発生した場合に

は、当社グループの社会的信用が低下し、事業展開や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤調剤薬局店舗の出店について 

当社は、新規出店に当っては、収益性を最も重視し、出店の可否判断をしております。 

 しかしながら、当社の店舗は病院等の門前に立地していることから、当該病院等の移転や経営不振等によ

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥貸倒引当金について 

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧

客の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加の引当金が必要となる可能性があります。 

⑦固定資産の減損会計について 

当社グループにおきましては、保有資産の将来キャッシュ・フロー等を勘案し、減損損失の計上を行ってお

りますが、不動産市況の悪化等による追加計上が必要になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑧オンラインシステムの障害について 

当社グループは、専用回線によるオンラインシステムによって結ばれ、業務が円滑に行われております。ま

たデータのバックアップ体制も構築されております。しかしながら、通信手段等に障害が生じた場合には業務

に支障を来し、大きなリスクとなる可能性があります。 

⑨大災害について 

当社グループは、中枢機能や大型の検査機器等の殆んどが本社に集中しております。この機能等が停止する

ような大災害に見舞われたとき、当社グループの経済的打撃に留まらず、社会的使命を果たせなくなる可能性

があります。 
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当社グループは、当社（札幌臨床検査センター株式会社）及び子会社である株式会社帯広臨床検査センター、アクテ

ック株式会社、さらに関連当事者である三菱化学メディエンス株式会社により構成されております。 

 なお、事業の内容は「連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報と同一区分となっており、事業の

位置付けも次のとおりであります。 

(1）臨床検査事業 

 当社及び株式会社帯広臨床検査センターは、主として病院等の診療に必要な臨床検査の受託業務を行っておりま

す。また、関連当事者である三菱化学メディエンス株式会社につきましても、同様の受託業務を行っておりますが、

当社は三菱化学メディエンス株式会社に対し特殊検査を委託しております。 

(2）調剤薬局事業 

 当社は、調剤薬局として37店舗の経営を行っております。また、医薬品の卸売販売業も行っております。 

(3）医療機器販売・保守事業 

子会社であるアクテック株式会社は高度医療機器から一般医療機械、理化学機械まで幅広く取り扱った販売業並び

に医療機器修理業の許可を取得しており、修理及び保守を行っております。また、当社はアクテック株式会社から臨

床検査機器や検査消耗品を購入しており、臨床検査機器保守契約等の締結をしております。  

(4）その他の事業 

 当社は、臨床検査システム等のソフトウェアの開発、販売及びこれらの保守、並びに、アクテック株式会社は不動

産の管理及び賃貸業を行っております。 

 
 （注）※１ 連結子会社 

２．企業集団の状況
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関係会社の状況 

 （注）１．連結子会社の主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．連結子会社のうちには、特定子会社に該当する会社はありません。 

３．連結子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合がそれぞ

れ100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所 資本金 事業内容
議決権の
所有割合 

関係内容 

役員の兼任等
資金 
援助 

営業上の
取引 

設備の
賃貸借 

業務提
携等 当社

役員 
当社従
業員 

（連結子会社）   千円   ％ 名 名 千円   千円   

株式会社 

帯広臨床検査センター 
北海道帯広市 20,000 臨床検査 100.00 － 3  15,394 検査受託  2,143 なし 

アクテック株式会社 北海道札幌市 10,000

医療機器

販売・保

守 

100.00 2 －  －

医療機

器、検査

消耗品の

販売、修

理・保守 

 － なし 
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(1）会社の経営の基本方針  

 当社は、昭和40年9月の会社設立以来、医療業界にあって、臨床検査事業及び調剤薬局事業を柱とした経営基盤を

確立する為に、多くのお客様から親しまれ、信頼される企業を目指して、品質管理・安全管理を第一に取り組んでま

いりました。 

 今日、医療業界は度重なる診療報酬改定により、年々厳しい経営環境におかれておりますが、当社は企業として、

安定的かつ永続的な発展を目指し、次に掲げる経営方針に基づいて、適正な収益を確保し、堅固な経営基盤づくりを

進めております。 

１．企業の永続的発展を堅持するとともに、企業価値の向上に努め、企業市民として地域に貢献します。 

２．顧客の多様なニーズと信頼にこたえる企業になるため最善を尽くします。 

３．新たな挑戦と弛まぬ努力を重ね、誠実に職務を遂行します。 

４．人と自然との調和を図り、豊かな自然環境の保全に努めます。 

 また、内部統制システムをさらに定着させるために、法令遵守、リスク管理、資産管理の徹底に加えて、将来を見

据えた人材の育成などを着実に進めることが、株主や投資家の皆様から高い信頼を勝ち得るものと確信しておりま

す。 

(2）目標とする経営指標 

当社は、厳しい経営環境の中、順調に業容拡大を進め、当連結会計年度におきましては、売上高14,710百万円の実

績となり、売上高150億円を視野に入れて営業展開を進めておりますが、今後、益々厳しくなることが予想される経

営環境のもとにあっては、コンプライアンス及びリスク管理を基本とし採算性重視の営業活動を展開してまいりま

す。 

当社は、従前より経常利益率3％を目標としてまいりましたが、前連結会計年度におきましては経常利益率3.4％の

実績を上げ、当連結会計年度におきましても引き続き4.5％を確保し、目標を達成することができました。 

今後は、前述の経営環境が続く中で、当該利益率を安定的に確保してゆくには、困難な点が種々予測されますが、

引き続き目標とする経営指標を経常利益率3％とし、各本部重点施策を掲げ目標達成に向け邁進していく所存であり

ます。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、医療費抑制政策が続く中で、経営の基本方針に基づいて、経営改善に努めてまいりました。その結果、前

年同期を上回る売上高及び利益を確保することができましたが、継続的に適正な利益確保が求められるところであり

ます。従って、お客様から信頼されると共に社会から信頼される企業づくりを目指し、次の経営戦略を推し進めてゆ

く所存であります。 

① 法令遵守と監視体制の強化 

常設のコンプライアンス委員会が中心となり、全職場への啓蒙及び違法行為が生じないよう監視体制を継続して

強化し、社会の信用を確固たるものにいたします。 

② リスク管理体制の強化 

常設のリスク管理委員会が、事業所単位のリスク評価をはじめ新たな投資に対する評価及び売掛債権の評価な

ど、当社が保有する資産のリスク評価を実施し、経営に反映させるようにいたします。 

③ 人材確保と育成 

年次計画に基づき人材を採用すると共に職種別、階層別の育成に取り組んでおり、計画が実効あるものにする

為、新人及び役職者研修を実施し、また各部支店の教育担当者の定着を図り、人事部統括による担当部門の強化と

人事制度の改革を実施してまいります。 

④ 営業力の強化 

環境の変化に即応するための情報収集力の強化と、採算確保及び債権管理の能力向上に努めてまいります。 

⑤ 低コストな検査体制の構築 

医療費抑制政策が続く中で、従前にも増して仕入れの見直し、在庫管理の徹底により、低コストな検査体制の構

築に取り組んでまいります。 

⑥ 経費の削減 

無駄のない、無駄を生じさせない購買管理により、経費の全面見直しを図ってまいります。 

以上の経営戦略を継続して着実に実行し、目標とする経常利益率3％の確保に向け鋭意努力を重ねてまいる所存で

あります。 

３．経営方針
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(4）会社の対処すべき課題 

医療業界を取り巻く環境はますます厳しくなることが予想されます。 

厳しい経営環境に対し当社グループといたしましては徹底した経営改善を行い、どのような変化にも対応できる柔軟

かつ筋肉質な体力作りを進めてまいります。特に営業情報につきましては、情報の一元化及び情報の共有化を図るこ

とで成果を上げてまいります。また、内部統制システムの有機的な機能向上を図り、法令を遵守し、リスク管理を強

化してまいります。 

臨床検査事業につきましては、同業他社との競争がますます激化することが予想され、価格、営業力、提案力など

の総合力が問われます。そのため検査工程などの運用効率を更に向上させ低コストの検査体制の構築を図ると共に、

お客様のニーズを的確に把握しきめ細かな対応と高精度な商品をお届けし、高い評価と強固な信頼関係を築いてまい

ります。 

調剤薬局薬局事業につきましては、採算性を重視した新規出店に取り組むと共に、低効率店舗においては効率改善

に向けた努力を積み重ねることが重要と考えております。また、既存店舗の処方せん応需率を向上させ売上増加に貢

献してまいります。更に、2009年より実施された薬科大学の４年制から６年制への移行が今期で終了することによ

り、薬剤師新卒者の採用が可能となることから積極的に採用活動を展開してまいります。 

医療機器販売・保守事業につきましては、医療現場のニーズに即した付加価値の高い情報提供を行い、柔軟で機動

力に富んだ営業活動を行ってまいります。市場の変化に柔軟に対応し販売・管理一体となって持続的成長を目指して

まいります。  
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,756,819 1,663,613

受取手形及び売掛金 2,288,900 2,311,251

商品及び製品 440,667 545,756

仕掛品 12,042 14,356

原材料及び貯蔵品 19,902 28,806

繰延税金資産 84,102 54,787

その他 88,675 88,589

貸倒引当金 △84,430 △37,962

流動資産合計 4,606,679 4,669,198

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,699,324 1,745,831

減価償却累計額 △1,030,644 △1,086,101

建物及び構築物（純額） ※1  668,679 ※1  659,730

機械装置及び運搬具 84,201 65,387

減価償却累計額 △78,104 △57,217

機械装置及び運搬具（純額） 6,097 8,169

工具、器具及び備品 1,699,332 1,867,207

減価償却累計額 △1,301,637 △1,442,615

工具、器具及び備品（純額） 397,694 424,592

土地 ※1  872,732 ※1  909,323

リース資産 28,576 52,879

減価償却累計額 △7,292 △15,829

リース資産（純額） 21,284 37,050

有形固定資産合計 1,966,488 2,038,865

無形固定資産   

その他 168,041 159,159

無形固定資産合計 168,041 159,159

投資その他の資産   

投資有価証券 134,187 124,132

長期貸付金 70,136 33,027

長期前払費用 24,382 26,382

差入保証金 341,735 324,896

繰延税金資産 202,179 140,905

その他 235,929 243,207

貸倒引当金 △213,799 △191,498

投資その他の資産合計 794,751 701,052

固定資産合計 2,929,280 2,899,077

資産合計 7,535,960 7,568,276
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,893,955 1,710,004

短期借入金 ※1  496,155 ※1  413,181

リース債務 8,218 12,127

未払法人税等 144,590 160,372

賞与引当金 75,238 67,986

未払金 90,381 124,986

その他 170,913 129,975

流動負債合計 2,879,452 2,618,633

固定負債   

長期借入金 ※1  97,079 ※1  64,061

リース債務 20,698 32,055

繰延税金負債 377 298

役員退職慰労引当金 45,232 55,863

退職給付引当金 270,914 9,600

長期未払金 － 214,097

その他 5,699 6,041

固定負債合計 440,001 382,015

負債合計 3,319,454 3,000,649

純資産の部   

株主資本   

資本金 983,350 983,350

資本剰余金 1,015,270 1,015,270

利益剰余金 2,239,743 2,668,466

自己株式 △27,246 △98,502

株主資本合計 4,211,116 4,568,583

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,389 △955

その他の包括利益累計額合計 5,389 △955

純資産合計 4,216,506 4,567,627

負債純資産合計 7,535,960 7,568,276
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 14,384,698 14,710,196

売上原価 10,173,795 10,269,459

売上総利益 4,210,902 4,440,736

販売費及び一般管理費   

役員報酬 121,850 121,650

給料手当及び賞与 1,894,914 1,884,943

賞与引当金繰入額 43,128 38,579

退職給付費用 79,207 79,515

役員退職慰労引当金繰入額 9,744 10,630

法定福利費 216,631 249,998

賃借料 63,244 70,423

地代家賃 256,031 258,109

消耗品費 182,854 153,933

減価償却費 163,371 181,547

その他 735,350 768,929

販売費及び一般管理費合計 3,766,327 3,818,260

営業利益 444,575 622,476

営業外収益   

受取利息 3,325 2,210

受取配当金 1,673 2,105

受取賃貸料 36,721 36,415

負ののれん償却額 3,834 －

受取保険料 － 11,952

助成金収入 － 14,500

受取事務手数料 9,363 9,852

その他 18,764 15,225

営業外収益合計 73,683 92,262

営業外費用   

支払利息 8,650 8,201

賃貸収入原価 24,503 32,554

その他 1,753 8,908

営業外費用合計 34,907 49,663

経常利益 483,351 665,074

特別利益   

前期損益修正益 ※1  1,354 ※1  56,492

固定資産売却益 － ※2  142

固定資産受贈益 － 7,358

貸倒引当金戻入額 16,393 62,262

退職給付制度改定益 － 62,418

特別利益合計 17,747 188,673

特別損失   

固定資産売却損 ※3  5,054 ※3  268

固定資産除却損 ※4  10,585 ※4  4,578

会員権評価損 750 3,951

事務所移転費用 － 5,739

減損損失 ※5  4,178 ※5  17,165

特別損失合計 20,568 31,702

税金等調整前当期純利益 480,531 822,045

法人税、住民税及び事業税 217,449 257,054

法人税等調整額 8,851 94,812
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

法人税等合計 226,300 351,866

少数株主損益調整前当期純利益 － 470,179

当期純利益 254,230 470,179
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 470,179

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △6,345

包括利益 － 463,833
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 983,350 983,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 983,350 983,350

資本剰余金   

前期末残高 1,015,270 1,015,270

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,015,270 1,015,270

利益剰余金   

前期末残高 2,031,114 2,239,743

当期変動額   

剰余金の配当 △45,602 △41,456

当期純利益 254,230 470,179

当期変動額合計 208,628 428,722

当期末残高 2,239,743 2,668,466

自己株式   

前期末残高 △2,067 △27,246

当期変動額   

自己株式の取得 △25,179 △71,256

当期変動額合計 △25,179 △71,256

当期末残高 △27,246 △98,502

株主資本合計   

前期末残高 4,027,667 4,211,116

当期変動額   

剰余金の配当 △45,602 △41,456

当期純利益 254,230 470,179

自己株式の取得 △25,179 △71,256

当期変動額合計 183,449 357,466

当期末残高 4,211,116 4,568,583

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9,034 5,389

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,423 △6,345

当期変動額合計 14,423 △6,345

当期末残高 5,389 △955

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △9,034 5,389

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,423 △6,345

当期変動額合計 14,423 △6,345

当期末残高 5,389 △955
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 4,018,633 4,216,506

当期変動額   

剰余金の配当 △45,602 △41,456

当期純利益 254,230 470,179

自己株式の取得 △25,179 △71,256

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,423 △6,345

当期変動額合計 197,872 351,121

当期末残高 4,216,506 4,567,627
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 480,531 822,045

減価償却費 317,799 381,927

減損損失 4,178 17,165

負ののれん償却額 △3,834 －

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 188 －

投資その他の資産評価損 750 3,951

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,135 15,280

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,908 △8,586

貸倒引当金の増減額（△は減少） △82,570 △61,036

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,744 10,630

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,500 －

受取利息及び受取配当金 △4,999 △4,315

支払利息 8,650 8,201

有形固定資産売却損益（△は益） 5,054 126

有形固定資産除却損 10,585 4,578

固定資産受贈益 － △7,358

預り保証金の増減額（△は減少） △476 341

移転費用 － 5,739

退職給付制度改定益 － △62,418

前期損益修正損益（△は益） － △56,492

売上債権の増減額（△は増加） △7,206 △24,591

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,410 △116,305

仕入債務の増減額（△は減少） 98,183 △196,137

長期前払消費税等の増減額（△は増加） △2,495 3,499

未収消費税等の増減額（△は増加） △17,098 11,586

その他の資産・負債の増減額 64,042 △15,528

小計 901,979 732,301

利息及び配当金の受取額 3,254 3,501

利息の支払額 △9,562 △8,003

法人税等の支払額 △186,120 △245,094

営業活動によるキャッシュ・フロー 709,552 482,704

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △27,168 －

定期預金の払戻による収入 77,563 －

有形固定資産の取得による支出 △277,461 △339,338

有形固定資産の売却による収入 937 560

無形固定資産の取得による支出 △140,157 △31,185

長期貸付金の回収による収入 5,714 5,495

投資有価証券の取得による支出 △593 △593

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

※2  69,082 －

その他 33,392 26,572

投資活動によるキャッシュ・フロー △258,689 △338,489
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 25,000 △50,000

長期借入れによる収入 20,000 20,000

長期借入金の返済による支出 △192,466 △96,674

リース債務の返済による支出 △5,553 △8,717

自己株式の取得による支出 － △71,256

配当金の支払額 △45,588 △41,481

財務活動によるキャッシュ・フロー △198,608 △248,129

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 252,254 △103,914

現金及び現金同等物の期首残高 1,211,464 1,463,718

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,463,718 ※1  1,359,804
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 該当事項はありません。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、下記の２社であり、すべて連

結されております。 

株式会社帯広臨床検査センター 

アクテック株式会社 

なお、アクテック株式会社については、

平成21年４月１日に全株式を取得したこと

から、当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。 

子会社は、下記の２社であり、すべて連

結されております。 

株式会社帯広臨床検査センター 

アクテック株式会社 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定)を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。  

ロ たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります。  

  仕掛品 

先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります。 

仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法(但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法)を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ３～50年 

工具、器具及び備品   ２～15年 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ハ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

ハ リース資産 

同左 

  ニ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

ニ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、前１年間の支給実績を基礎として算

定された支給予想額のうち、当連結会計

年度の未払期間に対応する支給見込額を

計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

ありません。  

ハ 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成23年３月１日に適格退職年金制

度及び退職一時金制度について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用しておりま

す。 

本移行に伴う影響額は、特別利益とし

て62,418千円計上しております。  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ニ 役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社は役員の退

職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なヘッジ会計の

方法 

イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているため、特例処理によ

っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・借入金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・同左 

ヘッジ対象・・同左 

  ハ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクをヘッジする

ため、変動金利を固定金利にした金利ス

ワップ取引を利用して、将来の金利上昇

がキャッシュ・フローに及ぼす影響を限

定しております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例処理に

よっているため、有効性の評価を省略し

ております。 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(5）のれんの償却方法及

び償却期間 

――――――  ――――――  

(6）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

―――――― 手許現金、要求払預金及び取得日から３

カ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

(7）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。なお、控

除対象外消費税等は、発生事業年度の期間

費用としております。但し、固定資産に係

る控除対象外消費税等は、投資その他の資

産の「その他」に計上し、法人税法の規定

により均等償却を行っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しております。 

―――――― 

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っております。 

なお、当連結会計年度に発生した負のの

れんについては、金額的重要性がないこと

から発生時に全額収益として処理しており

ます。 

―――――― 

７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３

カ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

―――――― 
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(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これによる影響はありません。 

―――――― （企業結合に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、「連結財務諸

表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月

26日)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」

(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準第7号 平成20年12月26

日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 

平成20年12月26日公表分)、「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。 

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― （連結損益計算書） 

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 

―――――― ２．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取保険料」は、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「受取保険料」の金額

は1,263千円であります。  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

―――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用して

おります。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載しております。 
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(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円120,008

土地 千円182,805

計 千円302,813

建物及び構築物 千円122,025

土地 千円182,805

計 千円304,831

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円402,145

長期借入金 千円100,705

計 千円502,850

短期借入金 千円386,961

長期借入金 千円24,985

計 千円411,946

２．保証債務 

 連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。 

２．保証債務 

 連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。 

従業員の金融機関からの住宅取得資金等の借入金に

対する保証 

従業員の金融機関からの住宅取得資金等の借入金に

対する保証 

従業員６名 千円13,611 従業員６名 千円12,063

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※１．前期損益修正益は、主として連結子会社における過

年度退職給付引当金の修正額であります。 

※１．前期損益修正益は、主として過年度未払給与の過大

計上額であります。 

―――――― ※２．固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 千円142

※３．固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 千円5,033

機械装置及び運搬具 千円11

工具、器具及び備品 千円10

計 千円5,054

※３．固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具 千円268

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 千円41

工具、器具及び備品 千円10,544

計 千円10,585

建物及び構築物 千円166

機械装置及び運搬具 千円241

工具、器具及び備品 千円4,113

無形固定資産(ソフトウェア) 千円56

計 千円4,578
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

その他有価証券評価差額金          14,423千円 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※５．減損損失 ※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 

 臨床検査事業用資産 建物 
北海道釧路市 
北海道室蘭市 
北海道札幌市  

 調剤薬局事業用資産 建物等 北海道函館市 

用途 種類 場所 

 調剤薬局事業用資産 建物 北海道小樽市 

 賃貸資産 建物・土地 
北海道千歳市 
北海道札幌市  

当社グループは、事業のセグメントをもとに概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によ

って資産のグルーピングを行っております。また、賃

貸資産については、物件ごとにグルーピングを行って

おります。 

臨床検査営業所及び調剤薬局事業店舗の一部につい

ては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

あり、早期の黒字化が困難と予想されるため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 千円）として特別損失に計上しております。

その内訳は、建物及び構築物 千円、その他 千

円であります。 

回収可能価額は、固定資産の正味売却価額により測

定しており、事業用資産である建物及び土地について

は、固定資産税評価額等を基礎に合理的な調整を行っ

て評価しております。  

4,178

3,928 250

当社グループは、事業のセグメントをもとに概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によ

って資産のグルーピングを行っております。また、賃

貸資産については、物件ごとにグルーピングを行って

おります。 

調剤薬局事業店舗及び賃貸資産の一部については、

遊休資産となったため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（ 千円）として

特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び

構築物 千円、土地 千円であります。 

回収可能価額は、固定資産の正味売却価額により測

定しており、事業用資産である建物及び土地について

は、固定資産税評価額等を基礎に合理的な調整を行っ

て評価しております。  

17,165

6,552 10,612

（連結包括利益計算書関係）

札幌臨床検査センター株式会社（9776）　平成23年３月期　決算短信

- 24 -



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加65,400株は、当連結会計年度より連結の範囲に含めたアクテック株式会社

が保有していた当社株式であります。なお、当該株式については、平成22年２月23日に当社が当該子会社より買

い取っているため、当連結会計年度末においては、当社が自己株式として保有しています。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  4,216,000  －  －  4,216,000

合計  4,216,000  －  －  4,216,000

自己株式         

普通株式（注）  4,953  65,400  －  70,353

合計  4,953  65,400  －  70,353

   
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  46,321  11 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

   
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  41,456  利益剰余金  10 平成22年３月31日 平成22年６月28日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加166,099株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加166,000株、

単元未満株式の買い取りによる増加99株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。  

   

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  4,216,000  －  －  4,216,000

合計  4,216,000  －  －  4,216,000

自己株式         

普通株式（注）  70,353  166,099  －  236,452

合計  70,353  166,099  －  236,452

   
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  41,456  10 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

   
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  43,775  利益剰余金  11 平成23年３月31日 平成23年６月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年３月31日現在) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成23年３月31日現在) 

  (単位：千円)

現金及び預金勘定  1,756,819

預入期間が３カ月を超える定期預

金等 
 △50,954

当座借越（借入金）による負の現

金同等物 
 △242,145

現金及び現金同等物  1,463,718

  (単位：千円)

現金及び預金勘定  1,663,613

預入期間が３カ月を超える定期預

金等 
 △50,981

当座借越（借入金）による負の現

金同等物 
 △252,827

現金及び現金同等物  1,359,804

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにアクテック株式会社を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

にアクテック株式会社の取得価額とアクテック株式会

社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。 

―――――― 

  (単位：千円)

流動資産  393,304

固定資産  261,424

流動負債  △567,227

固定負債  △45,407

負ののれん  △3,834

アクテック株式会社株式の取得価

額 
 38,260

前連結会計年度末における既支出

額  
 △20,000

アクテック株式会社現金及び現金

同等物 
 △87,342

差引：アクテック株式会社取得に

よる支出（△は収入） 

 △69,082
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

臨床検査事業における検査機器及び全社における車

両運搬具であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

臨床検査事業における検査機器及び全社における車

両運搬具であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
   
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
   
（千円） 

機械装置及
び運搬具 

 47,246  30,402  16,843

工具、器具
及び備品 

 72,411  40,371  32,040

無形固定資
産（ソフト
ウエア） 

 22,607  12,417  10,190

合計  142,265  83,191  59,073

  

取得価額
相当額 
   
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
   
（千円） 

機械装置及
び運搬具 

 30,919  22,948  7,971

工具、器具
及び備品 

 68,957  50,779  18,177

無形固定資
産（ソフト
ウエア） 

 22,607  16,939  5,668

合計  122,484  90,667  31,817

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円28,060

１年超 千円35,636

合計 千円63,696

１年内 千円26,170

１年超 千円8,907

合計 千円35,077

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 千円39,586

減価償却費相当額 千円34,790

支払利息相当額 千円4,381

支払リース料 千円30,457

減価償却費相当額 千円27,256

支払利息相当額 千円2,639

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左  

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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前連結会計年度(平成22年３月31日) 

その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 51,600千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

当連結会計年度(平成23年３月31日) 

その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 51,600千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金を一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

株式  41,595  29,666  11,929

小計  41,595  29,666  11,929

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

株式  40,992  43,872  △2,880

小計  40,992  43,872  △2,880

合計  82,587  73,539  9,048

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

株式  8,986  4,694  4,292

小計  8,986  4,694  4,292

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

株式  63,545  69,438  △5,892

小計  63,545  69,438  △5,892

合計  72,532  74,132  △1,599

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 

当連結会計年度（平成22年３月31日）   

契約額等 
契約金等の

うち１年超 
時価   

（千円） （千円） （千円）   

金利スワップの特例

処理 

金利スワップ取引        

変動受取・固定支払 長期借入金 15,000  － （注） 
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１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

なお、当社は、平成23年３月１日に適格退職年金制度及び退職一時金制度を確定拠出型年金制度へ移行し

ております。 

また、当社は、日本衛生検査所厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会

計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合に基づ

く年金資産残高は、前連結会計年度1,040,955千円、当連結会計年度1,138,137千円であります。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。 

(1）制度全体の積立状況に関する事項 

(2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合 

％（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

％（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

(3）補足説明 

上記(1）の差引額の主な要因は、平成21年３月末は資産評価調整控除額2,845百万円及び年金財政計算上

の過去勤務債務残高296百万円、平成22年３月末は剰余金△1,068百万円及び資産評価調整控除額3,084百万

円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社は、連結財

務諸表上、特別掛金を前連結会計年度２百万円費用計上しております。 

なお、上記(2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注）１．厚生年金基金の代行部分は含めておりません。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．当社は、平成23年３月１日に適格退職年金制度及び退職一時金制度を確定拠出型年金制度へ移行しておりま

す。 

なお、この移行による影響額は、退職給付債務の減少△563,180千円、年金資産の減少300,867千円、未認識数

理計算上の差異の減少△14,202千円及び退職給付引当金の減少276,515千円であります。また、確定拠出型年金

制度等への資産移換額は290,228千円であり、平成23年４月に全額移換済みであります。 

（退職給付関係）

  （平成21年３月31日） （平成22年３月31日） 

年金資産の額 百万円18,976 百万円23,779

年金財政計算上の給付債務の額 百万円22,118 百万円25,795

差引額 百万円△3,141 百万円△2,016

4.7

4.5

  
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

(1)退職給付債務 (千円)  △560,441  △21,441

(2)年金資産 (千円) （注）１309,109 （注）１11,841

(3)未積立退職給付債務((1)+(2)) 

(千円) 
 △251,332  △9,600

(4)未認識数理計算上の差異 (千円)  △19,582  －

(5)未認識過去勤務債務 (千円)  －  －

(6)連結貸借対照表計上額純額((3)+

(4)+(5)) (千円) 
 △270,914  △9,600

(7)退職給付引当金（千円）  △270,914  △9,600
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３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に含めて記載しております。 

２．「退職給付制度改定益」は、当連結会計年度において、当社の適格年金制度及び退職一時金制度について、確

定拠出型年金制度へ移行したこと等により発生したものです。  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

退職給付費用（千円）  114,474  118,261

(1)勤務費用（千円） （注）１45,151 （注）１43,263

(2)利息費用（千円）  10,494  9,914

(3)期待運用収益（減算）（千円）  －  －

(4)数理計算上の差異の費用処理額

（千円） 
 △6,066  △5,380

(5)厚生年金基金掛金（千円）  64,895  67,716

(6)確定拠出年金への掛金支払額

（千円） 
 －  2,747

退職給付制度改定益（千円）  － （注）２△62,418

合計（千円)  114,474  55,842

  
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

(1)割引率（％）  2.0  2.0

(2)期待運用収益率（％）  0.0  0.0

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)数理計算上の差異の処理年数

（年） 
 5  5
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

  （単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

貸倒引当金  7,789

賞与引当金  30,413

未払事業税  12,773

その他  34,239

繰延税金資産（流動）小計  85,215

評価性引当額  △1,112

繰延税金資産（流動）合計  84,102

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金  78,793

退職給付引当金  109,446

会員権評価損  8,555

投資有価証券評価損  3,938

減損損失  81,558

役員退職慰労引当金  18,277

連結子会社繰越欠損金  25,560

その他  2,937

繰延税金資産（固定）小計  329,066

評価性引当額  △125,525

繰延税金資産（固定）合計  203,541

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金  1,740

繰延税金資産（固定）純額  202,179

繰延税金負債（固定）純額  377

  

  （単位：千円）

繰延税金資産（流動）   

貸倒引当金  3,238

賞与引当金  27,482

未払事業税  11,647

その他  12,947

繰延税金資産（流動）小計  55,315

評価性引当額  △528

繰延税金資産（流動）合計  54,787

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金  31,345

長期未払金及び退職給付引当金  90,834

会員権評価損  8,263

投資有価証券評価損  940

減損損失  86,723

役員退職慰労引当金  22,579

連結子会社繰越欠損金  12,914

その他  7,398

繰延税金資産（固定）小計  261,000

評価性引当額  △120,095

繰延税金資産（固定）合計  140,905

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金  298

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （単位：％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 1.3

住民税均等割等  3.1

評価性引当額増減額  3.5

その他  △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
 47.1

  （単位：％）

法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 0.9

住民税均等割等  1.8

評価性引当額増減額  △0.7

その他  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
 42.8
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。 

(1) 臨床検査事業・・・診療に必要な臨床検査の受託業務 

(2) 調剤薬局事業・・・調剤薬局の経営 

(3) 医療機器販売・保守事業・・・医療機器の販売、修理及び保守  

(4) その他の事業・・・臨床検査システム等のソフトウエアの販売並びに不動産管理及び賃貸業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は416,370千円であり、その主なも

のは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,720,352千円であり、その主なものは、当社

での余剰資金、長期投資資金、賃貸用不動産等管理部門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６．追加情報 

（前連結会計年度） 

当連結会計年度より医療機器販売・保守事業を営むアクテック株式会社を新たに連結の範囲に含めたこと

に伴い、新たに医療機器販売・保守事業をセグメント区分に追加しました。また、アクテック株式会社の不

動産管理及び賃貸による収入をその他の事業に加えたことにより、その他の事業の売上高が20,274千円、営

業利益が14,980千円それぞれ増加しております。  

   

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
臨床検査
事業 
（千円） 

調剤薬局
事業 
（千円） 

医療機器
販売・保
守事業 
（千円）

  

その他の
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

１ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売上

高 
 4,425,719  8,872,298  1,034,935  51,745  14,384,698  －  14,384,698

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  －  423,609  12,789  436,399 (436,399)  －

計  4,425,719  8,872,298  1,458,544  64,535  14,821,097 (436,399)  14,384,698

営業費用  4,374,256  8,091,146  1,442,376  44,574  13,952,354 (12,230)  13,940,123

営業利益  51,462  781,152  16,168  19,960  868,743 (424,168)  444,575

２ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
              

資産  1,823,239  3,233,269  659,549  203,404  5,919,462  1,616,497  7,535,960

減価償却費  157,471  131,866  1,827  3,514  294,678  23,120  317,799

減損損失  3,791  387  －  －  4,178  －  4,178

資本的支出  172,027  219,842  －  376  392,246  6,890  399,136

ｂ．所在地別セグメント情報
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）において、海外売上高がないため該当事項は

ありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社グループは、主として病院等の診療に必要な臨床検査の受託業務を行う「臨床検査事業」と、調剤薬局

店舗を経営する「調剤薬局事業」及び高度医療機器から一般医療機器、理化学機器等の販売並びに保守を行う

「医療機器販売・保守事業」の３事業を報告セグメントとしております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

従来までのセグメント情報の取り扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報

の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の情報が開

示されているため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）「減価償却費」には長期前払費用に係る償却額が含まれております。  

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

その他 
（注） 

合計 
臨床検査
事業 

調剤薬局
事業 

医療機器
販売・保
守事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,816,657  8,921,448  909,943  14,648,049  62,147  14,710,196

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  54  570,348  570,402  12,832  583,234

計  4,816,657  8,921,502  1,480,291  15,218,452  74,979  15,293,431

セグメント利益  91,298  932,323  9,660  1,033,282  35,870  1,069,152

セグメント資産  2,035,113  3,360,901  506,599  5,902,614  196,161  6,098,776

その他の項目    

減価償却費  210,278  147,083  1,638  359,000  3,217  362,218

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 299,339  157,612  5,233  462,184  －  462,184
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）「全社費用」の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用です。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）「全社資産」の主なものは、当社での余剰資金、長期投資資金等に係る資産です。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）「減価償却費」には、長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

  （単位：千円）  

売上高 金額   

報告セグメント計  15,218,452

「その他」の区分の売上高  74,979

セグメント間取引消去  △583,234

連結財務諸表の売上高  14,710,196

  （単位：千円）  

利益 金額   

報告セグメント計  1,033,282

「その他」の区分の利益  35,870

セグメント間取引消去  △4,418

全社費用（注）  △442,257

連結財務諸表の営業利益  622,476

  （単位：千円）  

資産 金額   

報告セグメント計  5,902,614

「その他」の区分の資産  196,161

セグメント間消去  △142,290

全社資産（注）  1,611,790

連結財務諸表の資産合計  7,568,276

  （単位：千円）  

その他の項目 
報告セグメ

ント計 
その他 調整額 

連結財務諸
表計上額 

減価償却費  359,000  3,217  19,708  381,927

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

 462,184  －  10,994  473,179
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

(2）有形固定資産 

本邦以外の外部顧客への有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、アクテック株式会社の不動産管理及び賃貸に係るものです。 

２．「調整額」の区分は、当社の遊休資産に係るものです。 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

（追加情報） 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し

ております。  

ｅ．関連情報

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  

報告セグメント 

その他 
（注）１ 

計 
調整額 

（注）２ 
合計 

臨床検
査事業 

調剤薬
局事業 

医療機
器販
売・保
守事業 

計 

減損損失  －  5,395  －  5,395  3,839  9,235  7,929  17,165

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）営業取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2）建物の賃貸料については、近隣の価格を参考にして、同等の価格によっております。 

(3）負担金及び広告費については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件

によっております。 

２．取引金額には消費税等は含まず、期末残高は、消費税等込みの金額で記載しております。 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引  

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）営業取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2）資金の借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

２．取引金額には消費税等は含まず、期末残高は、消費税等込みの金額で記載しております。 

（関連当事者情報）

種類 

会社等
の名称
又は氏
名 

所在地 
資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

主要株

主 

三菱化

学メデ

ィエン

ス株式

会社 

東京都

港区 

3,000,000 臨床検査

の受託実

施及び研

究 

(被所有) 

直接 

12.06

一般検査の受託

及び特殊検査の

委託 

一般検査の受託  61,004  売掛金 5,294

特殊検査の委託  381,991 買掛金 91,552

賃貸取引  2,770 未収入金 45

負担金  1,168 未収入金 －

広告費  177 未払金 55

種類 

会社等
の名称
又は氏
名 

所在地 
資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

主要株

主 

三菱化

学メデ

ィエン

ス株式

会社 

東京都

港区   

3,000,000 臨床検査

の受託実

施及び研

究 

(被所有) 

直接 

12.06

一般検査の受託

及び特殊検査の

委託 

一般検査の受託  2,654  売掛金 590

特殊検査の委託  26,146 買掛金 15,271

資金援助 

資金の借入  －

短期借入

金 
6,384

長期借入

金 
13,300

利息の支払  462 － －
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）営業取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2）建物の賃貸料については、近隣の価格を参考にして、同等の価格によっております。 

(3）負担金、広告費及び賃借料については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同

様の条件によっております。 

２．取引金額には消費税等は含まず、期末残高は、消費税等込みの金額で記載しております。 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引  

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）営業取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2）資金の借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

２．取引金額には消費税等は含まず、期末残高は、消費税等込みの金額で記載しております。 

種類 

会社等
の名称
又は氏
名 

所在地 
資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

主要株

主 

三菱化

学メデ

ィエン

ス株式

会社 

東京都

港区   

3,000,000 臨床検査

の受託実

施及び研

究 

(被所有) 

直接 

  

12.06

一般検査の受託

及び特殊検査の

委託 

一般検査の受託  46,892  売掛金 7,678

特殊検査の委託  346,750 買掛金 81,041

賃貸取引  2,822 未収入金 52

負担金  1,992 未収入金 373

広告費  177 未払金 －

賃借料  210 未払金 55

種類 

会社等
の名称
又は氏
名 

所在地 
資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

主要株

主 

三菱化

学メデ

ィエン

ス株式

会社 

東京都

港区   

3,000,000 臨床検査

の受託実

施及び研

究 

(被所有) 

直接 

12.06

一般検査の受託

及び特殊検査の

委託 

一般検査の受託  4,128  売掛金 1,437

特殊検査の委託  23,264 買掛金 10,720

資金援助 

資金の借入  －

短期借入

金 
6,384

長期借入

金 
6,916

利息の支払  335 － －
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 1,017 09

１株当たり当期純利益金額 円 銭 61 32

１株当たり純資産額 円 銭 1,147 78

１株当たり当期純利益金額 円 銭 117 38

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  254,230  470,179

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  254,230  470,179

期中平均株式数（千株）  4,145  4,005

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当社は、平成22年５月24日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に

係る事項を決議し、平成22年５月25日に自己株式を取

得しました。 

（１）取得の理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の

遂行を可能にするためであります。  

（２）取得の方法  

大阪証券取引所の立会外取引市場で自己株式取

得取引に関する委託を行い取得しております。  

（３）取得の内容 

① 取得する株式の種類  当社普通株式 

② 取得する株式の総数  200,000株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

割合 4.82％）  

③ 取得した株式の総数  166,000株 

④ 取得価額       429円 

⑤ 取得価額の総額    71,214,000円 

⑥ 取得日        平成22年５月25日 

該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,410,501 1,476,709

受取手形 21,301 21,510

売掛金 2,082,132 2,140,369

商品及び製品 400,839 502,484

仕掛品 11,653 13,818

原材料及び貯蔵品 17,562 26,209

前払費用 37,429 39,793

繰延税金資産 84,102 54,190

未収入金 48,358 50,152

その他 1,587 689

貸倒引当金 △92,290 △57,116

流動資産合計 4,023,178 4,268,810

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,476,241 1,520,816

減価償却累計額 △895,274 △944,883

建物（純額） 580,966 575,933

構築物 76,105 77,710

減価償却累計額 △61,857 △64,490

構築物（純額） 14,248 13,219

機械及び装置 21,147 2,737

減価償却累計額 △20,738 △2,710

機械及び装置（純額） 409 27

車両運搬具 46,006 45,752

減価償却累計額 △42,119 △39,672

車両運搬具（純額） 3,887 6,080

工具、器具及び備品 1,677,313 1,859,094

減価償却累計額 △1,273,375 △1,430,993

工具、器具及び備品（純額） 403,937 428,100

土地 748,807 788,081

リース資産 28,576 52,963

減価償却累計額 △7,292 △15,830

リース資産（純額） 21,284 37,133

有形固定資産合計 1,773,541 1,848,575

無形固定資産   

電話加入権 11,720 11,720

ソフトウエア 155,046 143,736

その他 148 87

無形固定資産合計 166,915 155,543

投資その他の資産   

投資有価証券 130,682 120,227

関係会社株式 38,260 38,260

出資金 10 10

長期貸付金 65,572 29,926

従業員に対する長期貸付金 4,563 3,101

関係会社長期貸付金 9,190 15,394

長期未収入金 22,943 －

破産更生債権等 122,241 156,079
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

長期前払費用 24,382 23,436

繰延税金資産 202,389 140,982

差入保証金 320,543 301,158

会員権 31,095 28,490

保険積立金 33,111 38,452

長期前払消費税等 12,547 9,047

その他 236 240

貸倒引当金 △217,589 △201,492

投資その他の資産合計 800,179 703,314

固定資産合計 2,740,636 2,707,433

資産合計 6,763,815 6,976,244

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,322,573 1,288,987

短期借入金 242,145 252,827

1年内返済予定の長期借入金 80,786 33,134

リース債務 6,624 10,458

未払金 116,372 177,017

未払法人税等 144,340 157,187

未払費用 146,857 92,800

賞与引当金 72,528 65,846

その他 21,006 34,183

流動負債合計 2,153,233 2,112,441

固定負債   

長期借入金 70,619 37,485

リース債務 16,139 29,252

役員退職慰労引当金 44,491 53,640

長期未払金 － 214,097

退職給付引当金 261,985 －

長期預り保証金 2,074 2,416

関係会社事業損失引当金 30,000 5,000

固定負債合計 425,309 341,891

負債合計 2,578,543 2,454,333
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 983,350 983,350

資本剰余金   

資本準備金 1,015,270 1,015,270

資本剰余金合計 1,015,270 1,015,270

利益剰余金   

利益準備金 74,200 74,200

その他利益剰余金   

別途積立金 1,690,000 1,690,000

繰越利益剰余金 446,162 860,288

利益剰余金合計 2,210,362 2,624,488

自己株式 △28,554 △99,810

株主資本合計 4,180,427 4,523,297

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,844 △1,386

評価・換算差額等合計 4,844 △1,386

純資産合計 4,185,271 4,521,910

負債純資産合計 6,763,815 6,976,244
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高   

検査売上高 4,308,615 4,652,053

商品売上高 8,872,298 8,921,502

その他 44,261 54,705

売上高合計 13,225,175 13,628,261

売上原価   

検査売上原価 3,047,392 3,287,571

商品売上原価   

商品期首たな卸高 416,108 400,839

当期商品仕入高 6,045,730 6,088,518

合計 6,461,839 6,489,357

商品期末たな卸高 400,839 502,484

差引 6,061,000 5,986,873

その他の原価 10,423 8,794

売上原価合計 9,118,815 9,283,239

売上総利益 4,106,359 4,345,022

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 8,494 7,266

運賃 27,349 28,912

販売手数料 441 403

役員報酬 103,200 104,700

給料手当及び賞与 1,832,946 1,826,106

賞与引当金繰入額 40,876 37,002

役員退職慰労引当金繰入額 9,003 9,149

退職給付費用 78,677 78,134

法定福利費 207,718 239,403

福利厚生費 26,563 30,038

旅費及び交通費 42,737 36,747

賃借料 58,688 66,098

地代家賃 263,022 264,440

消耗品費 227,105 217,967

租税公課 243,971 250,170

減価償却費 161,731 180,211

その他 354,277 380,248

販売費及び一般管理費合計 3,686,807 3,757,002

営業利益 419,552 588,019

営業外収益   

受取利息 3,323 2,254

受取配当金 1,641 4,061

受取賃貸料 38,864 38,558

受取保険金 － 11,952

助成金収入 － 14,500

受取事務手数料 9,363 9,852

その他 17,096 13,946

営業外収益合計 70,289 95,125

営業外費用   

支払利息 5,403 4,447

賃貸収入原価 24,503 32,554

その他 1,753 8,908

営業外費用合計 31,660 45,910
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

経常利益 458,180 637,234

特別利益   

前期損益修正益 － 55,610

固定資産売却益 － 142

固定資産受贈益 － 7,358

貸倒引当金戻入額 15,683 44,764

退職給付制度改定益 － 62,418

関係会社事業損失引当金戻入額 － 25,000

特別利益合計 15,683 195,294

特別損失   

固定資産売却損 5,054 268

固定資産除却損 10,585 4,522

会員権評価損 750 3,951

関係会社事業損失引当金繰入額 1,000 －

事務所移転費用 － 5,467

減損損失 4,178 13,325

特別損失合計 21,568 27,534

税引前当期純利益 452,295 804,994

法人税、住民税及び事業税 217,199 253,869

法人税等調整額 8,912 95,543

法人税等合計 226,111 349,412

当期純利益 226,184 455,582
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 983,350 983,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 983,350 983,350

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,015,270 1,015,270

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,015,270 1,015,270

資本剰余金合計   

前期末残高 1,015,270 1,015,270

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,015,270 1,015,270

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 74,200 74,200

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 74,200 74,200

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 1,690,000 1,690,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,690,000 1,690,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 266,299 446,162

当期変動額   

剰余金の配当 △46,321 △41,456

当期純利益 226,184 455,582

当期変動額合計 179,862 414,125

当期末残高 446,162 860,288

利益剰余金合計   

前期末残高 2,030,499 2,210,362

当期変動額   

剰余金の配当 △46,321 △41,456

当期純利益 226,184 455,582

当期変動額合計 179,862 414,125

当期末残高 2,210,362 2,624,488

自己株式   

前期末残高 △2,067 △28,554

当期変動額   

自己株式の取得 △26,487 △71,256

当期変動額合計 △26,487 △71,256

当期末残高 △28,554 △99,810
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 4,027,052 4,180,427

当期変動額   

剰余金の配当 △46,321 △41,456

当期純利益 226,184 455,582

自己株式の取得 △26,487 △71,256

当期変動額合計 153,375 342,869

当期末残高 4,180,427 4,523,297

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △9,034 4,844

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,878 △6,230

当期変動額合計 13,878 △6,230

当期末残高 4,844 △1,386

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △9,034 4,844

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,878 △6,230

当期変動額合計 13,878 △6,230

当期末残高 4,844 △1,386

純資産合計   

前期末残高 4,018,018 4,185,271

当期変動額   

剰余金の配当 △46,321 △41,456

当期純利益 226,184 455,582

自己株式の取得 △26,487 △71,256

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,878 △6,230

当期変動額合計 167,253 336,638

当期末残高 4,185,271 4,521,910
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① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

  退任予定取締役   井上  陞（現 取締役検査本部長） 

  新任監査役候補   澤田 雅晴（現 経理部顧問） 

  退任予定監査役   楫  忠夫（現 常勤監査役） 

  

③ 異動予定日  平成23年６月24日 

  

なお、上記は、平成23年６月24日開催予定の第47回定時株主総会に付議する予定であります。  

  

６．その他

(1）役員の異動
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